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特別会計予算

　それぞれの目的のために一般会計から切り離して
経理する会計。国民健康保険特別会計が前年度から
約 8.5％（2億 829 万円）増加するなど、４つすべ
ての特別会計が増加しています。

国民健康保険特別会計 26 億 5,398 万円

後期高齢者医療特別会計 2億 8,221 万円

住宅新築資金等貸付特別会計 167 万円

広川防災ダム管理特別会計 2,568 万円

29 億 6,354 万円
前年度から約 7.9％

（2億 1,771 万円）増

公営企業会計予算

　民間企業と同じように、収益をあげて独立採算性
をとる会計。下水道管の整備や上水道施設の維持管
理、安全で良質な水の給水サービスを行います。

水道事業会計 4億 4,424 万円

下水道事業会計 9億 8,330 万円

14 億 2,754 万円
前年度から約 24.2％
（2億 7,787 万円）増
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熊
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計
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ら
れ
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タ
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が
、
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す
る
さ
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な
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談
に
応
じ
、
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援
プ
ラ

ン
の
策
定
や
関
係
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と
の
連
絡
調

整
を
行
い
ま
す
。
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娠
期
か
ら
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育

て
期
ま
で
切
れ
目
の
な
い
支
援
を
提

供
し
ま
す
。

問総務課財政係
☎ 0943-32-1255

令和 2年度

予算概要
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一般会計予算

　税金や保育料、地方交付税、国や県からの補助金、地方債（町の借金）などを財源として、行政サービス（福祉
や教育など）や道路整備などを行う会計。（前年度から約 22.3％、16 億 5,460 万円増）

人件費
・11億 6,556 万円（12.9％）
・�区長・分館長・衛生班
長の報酬が委託料へ変
わったことなどにより、
前年度から 1,668 万円減

物件費
・9億 6,122 万円（10.6％）
・��区長・分館長・衛生班長
の報酬が委託料へ変わっ
たことなどにより、前年
度から 3,979 万円増

維持補修費
・5,929 万円（0.7％）

扶助費
・18億 4,758万円（20.4％）
・�私立保育所委託費、幼児
教育無償化給付費など

・�自立支援給付費の増な
どにより、前年度から 1
億 7,357 万円増

歳出（支出）
総額 90 億 7,049 万円

消費的経費
・�51 億 1,927 万円�
（56.4％）

投資的経費
・�20 億 8,632 万円�
（23.0％）

その他の経費
・�18 億 6,490 万円�
（20.6％）

補助費など
・10 億 8,562 万円（12.0％）

普通建設事業費・
災害復旧事業費

・20億 8,632 万円（23.0％）
・�庁舎建設事業の工事費の
増などにより、前年度か
ら 13 億 1,989 万円増

公債費
・7億1,315万円（7.9％）
・前年度から微増
・�今年度末現在高（借
入残高）は 79億 3,275
万円の見込み

繰出金
・9億 911 万円（10.0％）
・�国民健康保険特別会計や
後期高齢者医療特別会計
などに対し、一般会計が
負担するもの

・前年度から 2,702 万円増

積立金など
・2億 4,265 万円（2.7％）

町税
・23 億 7,228 万円（26.2％）
・前年度とほぼ同額

地方財政の自主性と安
定性を確保できるかど
うかの尺度

国・県が交付したり割
り当てたりする収入 歳入（収入）

総額 90 億 7,049 万円
自主財源

・�35 億 314 万円�
（45.1％）

依存財源
・�54 億 6,163 万円�
（60.2％） 繰入金

・7億7,630万円（8.6％）

諸収入など
・4億 6,028 万円（5.1％）

国・県支出金
・19 億 5,272 万円（21.5％）
・�子どものための教育・保育給
付、児童手当などのソフト事
業、道路整備、農業施設整
備などのハード事業の財源

地方交付税
・15 億 6,000 万円（17.2％）
・前年度から 1億 8,000 万円増

町債（町の借金）
・14億5,140万円（16.0％）
・�庁舎建設事業などの財
源とするため、前年度
から 8億 9,880 万円増

地方譲与税・交付金など
・4億 9,752 万円（5.5％）




